
安全保障関連法案の撤回を求める意見書 

 

鎌倉市議会は、平成 26年６月定例会において「集団的自衛権行使を容認する憲 

法解釈についての意見書」を賛成多数で採択し、「立憲主義の立場から、閣議決定 

のみによる憲法解釈の変更を行わないよう」国に求めた。 

 

しかし、政府は、閣議決定を受けて与党協議を進め、今国会に改正 10、新法１ 

からなる安全保障関連法案（以下、本法案という。）を提出するに至った。 

 

本法案は、集団的自衛権の行使を容認し、後方支援などの曖昧な定義を掲げて 

自衛隊を海外に派遣して他国の軍隊の武力行使を支援する活動等を認めるもので 

ある。 

 

６月４日の衆議院憲法審査会に参考人として招致された憲法学者３名の全員が、

集団的自衛権の行使を憲法違反とする見解を述べたが、集団的自衛権の行使を盛 

り込んだ本法案が違憲であるということは、日本の憲法学者の多数の見解でもある。 

 

立法により事実上の改憲を行おうとする本法案は、立憲主義を否定するもので 

ある。 

よって、鎌倉市議会は、本法案による安全保障法制の改変に反対し、本法案の撤

回を求める。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 平成 27 年 7 月 1 日 

                          鎌 倉 市 議 会 


